
令和４年度第２回

徳島県発達障がい者支援地域協議会

日 時：令和４年１０月２１日（金）

午後１時３０分から午後３時まで

場 所：発達障がい者総合支援センター ３階 多目的室

－ 次 第 －

１ 開 会

２ 挨 拶

３ 議 事

（１）新プラン素案（案）について

（２）その他



配布資料

・次第

・徳島県発達障がい者支援地域協議会設置要綱

・徳島県発達障がい者支援地域協議会委員名簿

・[資料１] 徳島県発達障がい者総合支援プラン（案）

・[資料２] 徳島県発達障がい者総合支援プラン改定の素案について



徳島県発達障がい者支援地域協議会設置要綱

（設置）

第１条 発達障がい者の乳幼児期から成人期までの各ライフステージに対応する一貫した

支援を行うため、発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）第１９条の２第１項

の規定に基づき、医療、福祉、教育及び労働の関係部局、大学、親の会等の関係者から

なる「発達障がい者支援地域協議会」（以下「協議会」という。）を置く。

（協議事項）

第２条 この協議会は、発達障がい者への支援のため次の事項について協議等を行う。

（１） 発達障がい者支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関すること。

（２） 地域の実情に応じた発達障がい者の支援体制の整備に関すること。

（３） その他発達障がい者の支援の充実に必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 協議会は、会長、副会長、その他の委員をもって構成する。

２ 委員は、徳島県知事が委嘱する。

３ 会長は、委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務を代理す

る。

（委員の任期等）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会議の運営）

第５条 協議会は、必要に応じて会長が招集する。

（関係者の出席）

第６条 会長が必要と認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聞くことができる。

（検討部会・ワーキンググループ）

第７条 協議会の円滑かつ効率的な運営に資するため、また、実質的な検討作業を行うた

めに検討部会（ワーキンググループ）を置くことができる。



（事務局）

第８条 協議会に関する事務は、保健福祉部障がい福祉課及び発達障がい者総合支援セン

ターにおいて処理する。

（雑則）

第９条 この要綱に定めるものの他、協議会の運営に関し必要な事項は会長が定める。

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。



区    分 所　属 ・ 職　名 氏　　　　名氏 名

徳島赤十字ひのみね総合療育センター　顧問 橋 本 俊 顕

徳島県医師会 井 﨑 ゆ み 子

徳島県精神科病院協会　会長 櫻 木 章 司

徳島県精神保健福祉士会 岡 本 訓 代

鳴門教育大学大学院　教授 大 谷 博 俊

徳島大学大学院　教授 奥 田 紀 久 子

四国大学　教授 前 田 宏 治

徳島文理大学　教授 木 野 綾 子

親 の 会 徳島県自閉症協会　会長 島 優 子

児童発達支援センター ねむのき　施設長 中 川 美 幸

徳島労働局職業安定部職業対策課　課長 佐 藤 正

徳島障害者職業センター　所長 稲 田 憲 弘

おりなす（愛育会地域生活総合支援センター・
なごみ）　所長

大 西 克 和

徳島県国公立幼稚園・こども園長会会長
（石井町石井幼稚園　園長）

山 北 美 由 起

徳島県特別支援学級設置学校長協会会長
（板野町板野南小学校　校長）

吉 野 育 也

市内中学校校長会特別支援教育担当
（徳島市城東中学校　校長）

木 屋 村 泰 子

県立高等学校校長会発達障がい教育研究会
（徳島県立徳島中央高等学校　校長）

都 築 吉 則

徳島県特別支援学校校長会副会長
（徳島県立鴨島支援学校　校長）

森 本 真 由 美

保 育 所
徳島県保育事業連合会副会長
（阿南市立羽ノ浦さくら保育所　所長）

田 中 敬 子

市 長 会 徳島市健康福祉部健康長寿課課長補佐 西 岡 恵 子

町 村 会 美波町健康増進課主任保健師 岡 本 理 恵

○オブザーバー

濵 田 正 子特定非営利活動法人　オーティの会　理事長

徳島県発達障がい者支援地域協議会委員名簿

令和４年４月１日現在

医　　療

福　　祉

大　　学

労働部局

教育委員会
（学校関係）



















































































































【資料２】

徳島県発達障がい者総合支援プランの改定の素案について

医療、保健、福祉、教育及び就労の各関係機関が連携を図り、発達障がい児者及びそ

の家族への支援をより一層、総合的、計画的に推進するための指針として策定された現

行プランの計画期間が令和４年度で終了することから、その取組をさらに継続、発展し

て推進するためのプランを策定する。

１ 新プランの概要
(1)期間

令和５年度から令和８年度までの４年間

(2)基本理念

障がいのある人もない人も、個性を尊重しあい支えあう、安心と未来への希望に

満ちた徳島づくり

(3)基本方針

①社会の理解を広める

②本人の自己理解や家族の知識を深める

③関係機関の支援力を高め連携を強める

(4)プランの構成

第１章 基本方針の概要

第２章 前プランでの成果と今後の課題

第３章 基本方針に基づいた具体的な取組

２ プラン改定のポイント
(1)『ゾーン連携』強化による新たな事業展開

○乳児院との連携

地域における子育て支援の充実、「ペアレント・プログラム」の普及

○ひのみね総合療育センターとの連携

小児科診療枠確保（１枠）による就学前まで継続した早期支援

○みなと高等学園との連携

①３年生を対象とした就労定着支援、②採用予定企業を対象とした研修

○ゾーン全体

災害時の避難所生活を想定した発達障がい児者支援のための研修

(2)実態調査結果を踏まえた対応

○市町村が抱える困難ケースへの専門家チーム派遣による支援

○就学前まで継続した早期支援の仕組みづくり（再掲）

○地域で発達障がい児支援を行う人材の育成と活躍の場の創設

３ スケジュール
○１１月 １１月定例会文教厚生委員会で素案報告

○１２月 パブリックコメントの実施

○ １月 第３回徳島県発達障がい者支援地域協議会で審議

○ ２月 ２月定例会文教厚生委員会で成案を報告

○ ３月 プラン改定


